
- 1 - 

 

特 別 委 員 会 調 査 報 告 

 

 平成２９年 ２ 月２２日 

                薩摩川内市議会 

                川内原子力発電所対策調査特別委員会    

                委員長  成 川 幸 太 郎 

１ 委員会の開催日 

  １月１２日（委員会）、２５日（現地視察）及び２８日（原子力防災訓練視 

察） 

２ 川内原子力発電所の安全対策に関する調査 

 ⒧ 川内原子力発電所の運転状況について 

１月１２日、当局から、１号機は１月６日に通常運転に復帰し、２号機は

定期検査中であること、気体・液体廃棄物の放出量は年間放出管理目標値を

下回っていること、固体廃棄物の貯蔵率は６４．９％であること、使用済燃

料の貯蔵率は６１．８％であること、新燃料は６８体を貯蔵していること、

法に基づき国へ報告を要する事象等は該当がないことの報告を受けた。 

 ⑵ 安定ヨウ素剤の配布について 

   １月１２日、当局から、ＰＡＺ内住民を対象にこれまで実施してきた安定

ヨウ素剤の配布結果について報告を受け、通知対象者４,４７０人に対し、

配布済者は３，３０９人（７４％）となったことの報告を受けた。 

次に、安定ヨウ素剤の更新等のためＰＡＺ内４地区において、平成２８年

１１月から配布説明会を開催し、同年１２月１１日現在、更新対象者 

３，２１６人に対し、配布済者は２，３５３人（７３％）で、今回から新た 

に３歳未満児も対象に加え、ゼリー状の安定ヨウ素剤を配布していることの 

報告を受けた。 

なお、樋脇、入来、東郷、祁答院及び里の各支所に、地域の人口に応じて 

安定ヨウ素剤を分散配備したことの説明があった。 

 ⑶ 現地視察 

   １月２５日、川内原子力発電所の視察を行い、代替緊急時対策所、２号機 

の原子炉建屋等を視察し、安全対策の実施状況を確認したほか、鹿児島県知

事の要請により実施されている特別点検の説明を九州電力㈱から受けた。 

 ⑷ 平成２８年度原子力防災訓練について 

  ア １月１２日、当局から、鹿児島県、本市及び関係市町が、国・事業者等 

と共同して総合的な原子力防災訓練を１月２８日に実施することの説明が 

あった。訓練は、震度６強の地震により、川内原子力発電所１・２号機が 

自動停止し、その後、１号機の全交流電源が喪失することにより、全面緊 

急事態になるなどの想定で行われ、ＰＡＺ内では在宅の要配慮者や福祉施 

設入所者及び一般住民の避難訓練を、ＵＰＺ内では川内、平佐西地区の住 

民による一時移転訓練や避難経路上の伊集院総合運動公園において避難退 
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域時検査等を行う予定であることの報告を受けた。 

 なお、調査の過程において、これまでの訓練との違いについて質疑があ 

り、昨年４月に発生した熊本地震を受け、家屋倒壊により自宅で屋内退避 

ができなくなった場合を想定し、近隣の避難所での屋内退避訓練を初めて 

実施する旨の答弁があった。 

  イ １月２８日、原子力防災訓練を視察し、福祉施設での入所者の避難訓練、

鹿児島県庁での原子力防災・避難施設等調整システム活用訓練、伊集院総 

合運動公園での避難退域時検査等の状況を確認した。 


